
○国立大学法人長岡技術科学大学における企業等との共同研究取扱細則 

（平成16年４月１日細則第13号） 

改正 令和２年12月28日細則第７号 
 

（目的） 

第１条 この細則は、国立大学法人長岡技術科学大学における企業等との共同研究取扱規

程（以下「規程」という。）第22条に基づき、国立大学法人長岡技術科学大学（以下

「本学」 という。）における企業等との共同研究の取扱いに関し必要な事項を定め

ることを目的とする。 

（共同研究申込書等） 

第２条 規程に定める別紙様式は、次の各号に定めるところによる。 

一 規程第３条に定める共同研究申込書の様式は、別紙様式第１のとおりとする。 

二 規程第４条に定める共同研究計画書の様式は、別紙様式第２のとおりとする。 

三 規程第５条に定める共同研究受入通知書の様式は、別紙様式第３のとおりとす

る。 

四 規程第20条に定める共同研究完了報告書の様式は、別紙様式第４のとおりとす

る。 

（共同研究に係る契約事項） 

第３条 規程第６条に定める共同研究に係る契約事項は、次の各号に定めるところによ

る。 

一 研究題目に関すること。 

二 研究概要に関すること。 

三 研究期間に関すること。 

四 研究に要する経費に関すること。 

五 研究組織に関すること。 

六 研究料に関すること。 

七 研究の実施場所に関すること。 

八 設備等の受入れに関すること。 

九 研究経費により取得した設備等の帰属に関すること。 

十 研究の中止又は期間の延長に関すること。 

十一 特許権等の取扱いに関すること。 

十二 秘密の保持に関すること。 

十三 研究成果の公表に関すること。 

十四 その他共同研究に関し必要なこと。 

（間接経費の取扱い） 

第４条 規程第８条に定める間接経費の取扱いについては、次の各号に定めるところによ

る。 

一 間接経費の算出に当たっては、次のとおりとする。 



イ 単年度契約で直接経費を分割納付する場合にあっては、直接経費の総額を基礎

として間接経費の額を算出するものとする。 

ロ 複数年度契約で直接経費を各年度ごとに納付する場合にあっては、各年度にお

ける直接経費の総額を基礎として間接経費の額を算出するものとする。 

ハ 複数年度契約で直接経費を初年度に一括納付する場合にあっては、一括納付の

額を基礎として間接経費の額を算出するものとする。 

二 間接経費の使途については、次のとおりとする。 

イ 産学連携に係る人件費及び旅費等 

ロ 知的財産の維持管理経費 

ハ その他学長が必要と認めた経費 

附 則 

この細則は、平成16年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年12月28日細則第７号） 
 

この細則は、令和２年12月28日から施行する。 

 

 



 

  

別紙様式第１(第２条関係) 

 

共 同 研 究 申 込 書 

 

年  月  日    

    国立大学法人 

     長岡技術科学大学長 殿 

 

企業等                  

所在地                 

名 称                 

代表者                 

 

  国立大学法人長岡技術科学大学における企業等との共同研究取扱規程第３条に基づ

き、下記のとおり共同研究を申し込みます。 

 

記 

 

1 研究題目 

 

2 研究期間     年 月 日～   年 月 日 

 

3 研究実施場所 

 

4 希望する研究担当者(代表者には〇) 

 

5 共同研究員 

 

6 共同研究に要する経費の企業等負担額(消費税額を含む) 

   直接経費       円  間接経費       円 

   研究料        円  合 計       円 

 

7 貴学へ搬入する企業等所有の設備等 

   設備等名 

   型 式 

   数 量 

 

8 企業等の主な業務内容 

 

9 その他参考となる事項 

  〔添付書類〕：共同研究員調書 



 

  

共 同 研 究 員 調 書 

 

ふりがな 

氏 名 
  性別 

男 

女 

生年月日 

(年齢) 

年  月  日生 

(   歳) 

現 住 所 

  

学 歴 

(学部相

当 以 降

のもの ) 

年 月 事 項 

    

職 歴 

年 月 事 項 

    

学 会 及

び 社 会

に お け

る 活 動

等 

年 月 事 項 

    

賞 罰 

年 月 事 項 

    

研 究

業 績 

年 月 著書、論文等の名称 単、共の別 
発行所、発表雑誌又は

発表学会等の名称 

        

 



別紙様式第2(第2条関係) 

 

共 同 研 究 計 画 書 

 

年  月  日 

 

    国立大学法人 

     長岡技術科学大学長 殿 

 

研究代表者             

所 属             

職 名             

氏 名             

 

 国立大学法人長岡技術科学大学における企業等との共同研究取扱規程第4条に基づき、下

記のとおり共同研究に係る計画を提出します。 

 

記 

 

1 研究題目 

 

2 研究の概要 

 

3 本学の研究組織 

   研究代表者 

   研究担当者 

 

4 相手方企業等名 

 

5 共同研究員 

 

6 研究経費(消費税額を含む) 

   直接経費       円   間接経費       円 

   研究料        円   合 計       円 

 

7 研究実施場所 



別紙様式第3(第2条関係) 

 

共同研究受入決定通知書 

 

年  月  日   

 

     企業等 

      所在地 

      名 称 

      代表者           殿 

 

国立大学法人            

長岡技術科学大学長        

 

    年 月 日付けで申込みのありました下記の共同研究について、受入れを決定し

ましたので通知します。 

 おって、本学契約担当役と共同研究に係る契約を締結してください。 

 

記 

 

1 研究題目 

 

2 研究の概要 

 

3 本学の研究組織 

   研究代表者 

   研究担当者 

 

4 共同研究員 

 

5 研究経費(消費税額を含む) 

   直接経費       円   間接経費       円 

   研究料        円   合 計       円 

 

6 研究実施場所 

 



別紙様式第4(第2条関係) 

 

 

共 同 研 究 完 了 報 告 書 

 

年  月  日  

 

    国立大学法人 

     長岡技術科学大学長 殿 

 

研究代表者            

所 属            

職 名            

氏 名            

 

 下記の共同研究が、完了したので報告します。 

 

記 

 

1 相手方企業等名 

 

2 研究題目 

 

3 研究期間 

     年 月 日～   年 月 日 

 

4 研究成果の概要 

 


